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　　　　　　　　　　　　　　　　要約
厚生労働省は平成21年度に「児童福祉施設における給食運営ガイド（仮称）」の作成を予定している。そこで、本研

究は「給食運営ガイド」作成に寄与する基礎的資料を得ることを目的に、各都道府県、市町で作成された児童福祉施設

の給食運営要領・手引き58冊の内容分析を行った。得られた結果は以下のとおりである。

①保育所以外の児童福祉施設の給食運営に関する記述があったのは3冊と少なかったが、これは当該地域にそれらの施

設が存在しないことが理由と思われる．しかし、近年は被虐待児など問題を抱えた者の保育所利用も増加しているこ

　とから、特に配慮の必要な者への対応にっいても新しい「給食運営ガイド」に記載することが望まれる。

②栄養管理の内容にっいて、現在殆ど記載されていないが、今後記載が望まれるのは「栄養状態のアセスメント」「食

事計画の評価」「夜間保育への対応」であった。現在以上に詳細な記述が望まれるのは「乳幼児期の栄養管理の重要

性」「延長保育時の食事、間食」「冷凍母乳の取り扱い」「一人ひとりに合わせた離乳食」「食物アレルギー」であった。

一方、「食品構成表」「食品群別荷重平均成分表」については、今後記載を検討する必要があると思われる。

③食育の多くが「調理」「収穫」「行事食」など、イベント的なものの体験が重視されていた。しかし、それだけにとど

まらず、将来の食習慣の基礎を培う食育の好機として目常の給食の積極的活用を強調することが、新たに作成する「給

食運営ガイド」においては必要であると考える。

④作成と提出の義務付けられた書類、帳簿が多数あることから、新たな「給食運営ガイド」を作成するこの機会に、そ

の必要性の有無を検討することが求められる。なお、書類、帳簿の記載事項の簡略化の検討も合わせて行うことが望

ましいと考える。また、書類、帳票の名称や書式の統一化を行うことが、事務作業の円滑化の観点からも重要である。
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Research on the framework of developing food service guideline in child welfare institutions 
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1．研究目的 皿．研究結果

　乳幼児期は心身の成長・発達が急速に進むことから、

この時期の栄養状態は、その後の肥満、2型糖尿病、高

血圧や循環器疾患などと関連があることが近年報告され

ている1）2〉。なかでも乳幼児における過体重は、その後

の肥満につながりやすいこと3）4）、乳児期早期の急速な

体重増加が、成人期の肥満につながりやすいこと5）など

が示唆されている。また、子宮内発育遅延のある低出生

体重児が、乳幼児期に急速な成長を遂げる場合に、将来

メタボリック症侯群のリスクを有するとする説もある6）

99）。そのうえ、乳幼児期には味覚や食嗜好の基礎も培

われ、それらはその後の食習慣にも影響を与えるために、

この時期の食生活や栄養については、生涯を通じた健康、

特に生活習慣病予防という長期的な視点からも考える必

要があり、子どもたちには適切な食事を、好ましい環境

のもとに提供することが極めて重要である。

　このようなことから多くの子どもが利用する児童福

祉施設の給食の役割は大きい。そのため、児童福祉施設

の給食の運営には、栄養管理、衛生管理、食育などの基

本を示した給食運営要領・手引きなどを活用し、質の担

保を図ることが望ましい。しかし、現在、各都道府県や

市区町村においてそれらを作成しているところは少ない。

これらの状況から、厚生労働省では平成21年度に「児童

福祉施設における給食運営ガイド（仮称）」（以下、r給食

運営ガイド」）の作成を予定している。

　そこで、本研究においては、「給食運営ガイド」作成に

寄与する基礎的資料を得ることを目的に、各都道府県、

市区町村で作成され、現在活用されている児童福祉施設

の給食運営要領・手引きなどの内容分析を行った。

1．冊子の対象施設、作成時期

　冊子の名称と作成時期を表1に示す。名称は様々であ

るが、r保育所給食」の単語が入っているものが多くみら

れた。対象施設は、保育所が55冊と多く、児童福祉施設

全般の手引きは3冊（全58冊中の約5％、以下％のみ表

示）にとどまっていた。また、内容では衛生管理、給食

業務、あるいは調理業務等作業基準のみで、栄養管理や

食育についての記載が全くない冊子も8冊（約15％）あ

った。さらに作成年月目が古く、目本人の食事摂取基準

（2005年版）10）（平成16年）、「授乳・離乳の支援ガイ

ド」11）（平成19年）などの考え方が反映されていないも

のもみられた。食育基本法（平成17年7月施行）以降に

作成された冊子は40冊（約70％）であった。

2．各項目のページ数

　冊子の主な内容を15項目（はじめに、意義、運営管理、

事務管理、栄養管理、衛生管理、作業管理、安全管理、

管理、栄養指導・食育、非常時の対応、法令通達、様式、

参考資料、その他）に分類した。冊子全体のページ数と

各項目の占めるページ数を表2に示す。なお、全体のぺ

一ジ数には、扉ぺ一ジ、挿絵なども含むために、各項目

のぺ一ジ数の合計と合致しない。項目の中では栄養管理、

衛生管理に多くのぺ一ジ数を占めている冊子が多かった。

また、食品群別荷重平均成分表や食品構成表の掲載、法

令・通達、提出書類の様式、食育や離乳食などの参考資

料については、参考例や様式例の掲載の有無や掲載され

ている場合にはその量が、各県や市町により異なり、ぺ

一ジ数の差がたいへん大きかった。

1．研究方法

1．研究対象

　研究対象は、厚生労働省雇用均等・児童家庭局母子保

健課が、平成20年6月17目付けで都道府県、政令指定

都市、中核市における平成20年度児童福祉関係の栄養士

配置状況等調査に際して提出を依頼し、送付された保育

所等給食運営要綱・手引き（以下、冊子）58冊（都道府

県17冊、政令指定都市24冊、中核市13冊、それ以外の

市町村4冊）である。

2．研究方法と内容

　送付された58冊の全体の構成（章立て）、内容などに

ついて、栄養管理、食育、衛生管理の観点を中心に分析

した。さらに、書類、帳簿の種類と項目を調査した。こ

れらの結果を基に、新たに作成する給食運営ガイドの基

本的な枠組み（案）を示した。

3。栄養管理に関する主な項目

　冊子の栄養管理に関する記述の主なものを、大項目、

小項目に分類して表3に示す。内容の骨子は、食事摂取

基準を活用した食事計画、栄養評価、給与栄養目標量の

設定、献立、調理、調乳、離乳食、特別な配慮が必要な

子どもへの対応であった。

　「4．子どもの栄養評価の実施」の「栄養状態のアセ

スメント」については、給与栄養目標量算出のための栄

養アセスメントに関する記述はみられたが、提供した食

事が子どもに適しているか、定期的なアセスメントにつ

いて記述されていたのは1冊にとどまっていた。また、

「7．献立作成」の「食事計画の評価」については、提

供した食事の残食量などを調査し、献立の見直しに活用

することは記載されていた。しかし、身体計測結果を食

事計画の評価に活用については、現在殆ど記載されてい

なかった。r12．特別な配慮が必要な子どもへの対応」の

r夜間保育への対応」についても、冊子を作成した当時

は、夜間保育を実施している所が少数であったためか、

記載はみられなかった。しかし、勤務形態の多様化など
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により、今後夜間保育二一ズの増加は予想される。そこ

で、これらの3点については、今後新たに作成される「給

食運営ガイド」への記載が望まれる。

次に冊子に現在記載されているが、より詳細な記載が

望まれるものとしては、「1．栄養管理の意義」の「乳幼

児期の栄養管理の重要性」、「5，給与栄養目標量」の「延

長保育時の食事」、「9．間食の給与」の「延長保育時の

問食」、r10．調乳」のr冷凍母乳の取り扱い」、r11．離

乳食」の「一人ひとりに合わせた離乳食」、「12，特別な

配慮が必要な子どもへの対応」の「食物アレルギー」、「延

長保育への対応」が挙げられる。

一方、「6，食品構成」の「食品構成の作成」と「食品

群別荷重平均成分表の作成」については、近年、栄養価

計算や献立作成にコンピューターソフト等を利用する場

合も多いことから、これらを「給食運営ガイド」に記載

する必要性は低いと思われる。

　また、食育の内容と重複するr13．栄養指導」のr乳

幼児に対する食事指導」、「家庭に対する栄養指導」、r嗜

好調査、喫食量の把握」については、食育の項目に統合

することで、食育の内容がさらに充実すると考える。

4．食育に関する主な項目

冊子の食育に関する記述の主なものを、大項目、小項

目に分類して表4に示す。食育の目標を立て、計画し、

実践後、評価するという一連の流れと、保護者、地域と

の食育の連携が内容の骨子であった。

食育は、r調理」r栽培・収穫」r行事食」など、イベン

ト的なものの体験に重きがおかれている状況が読み取れ

た。

冊子に現在記載されているが、新たに作成する「給食

運営ガイド」により詳細な記載が望まれるものとしては、

「3，食育の実践」の「食育における児童福祉施設の食

事の位置づけ」、「調理実習等を活用した食育活動の衛生

面への配慮」、「4．食育の評価」の「食育の目標達成度

の評価」、「5．保護者への食育」の「食を通した保護者

への子育て支援」、「家庭との連携」、「6．地域における

食育」のr地域の食育推進」、r多機関・組織との連携」

が挙げられる。

　一方、「4，食育の評価」の「次の食育計画へ評価の

活用」については、計画（PIan）→実行（Do）→評価（Check）

→修正（Action）のPDCAのデミングサイクル12）の意味

する評価ではなく、食育実践後の感想や報告を評価と誤

って捉えている状況も予想される。そこで、「給食運営ガ

イド」には、評価する意義と、評価を次の計画につなげ

ていくことを具体的に記述することが望まれる。

取り扱い、調理と衛生管理であった。

現在、「4，食中毒予防」の「異常発生時の対応」にっ

いて、行動マニュアルがわかりやすくフローチャートで

記載されているところが若干みられた。しかし、異常発

生時は混乱しがちであることから、新たに作成する給食

運営ガイドには、「異常発生時の対応」についての記載が

望まれる。

一方、「8．後片付け」の「食器洗浄・消毒」、「ごみ

の処理」、「ふきん類j、「スポンジ・たわし・ブラシなど」

の記述については、大量調理だけに特別必要ではなく、

一般家庭においてもその多くが目常的に実施されている

ことから、これらを給食運営ガイドに記述する必要性は

低いと思われる。

6．給食運営会議参加者

給食運営会議参加者を冊子文章中、あるいは給食運営

会議録の中から調査した結果を表6に示す。参加者の記

述のある22冊のほとんどに施設長、給食責任者、調理責

任者は明記されていた。栄養士の配置が少ないためか保

育士の参加が明記されているにもかかわらず、栄養士の

参加が明記されていない冊子は11冊（50％）、その逆は

1冊（約5％）であった。看護師の参加が明記されてい

たのは5冊（約23％）であった。

7．給食関係書類、帳簿について

冊子に掲載されていた給食関係書類、帳簿を用途別に

19種類に分類した。それらを内容毎に名称、記載事項等

について調査した結果を以下に示す。

（1）給食運営会議録

給食運営会議録が掲載されていたのは8冊（約14％）

であった（表7）。主な内容は、目時、場所、出席者氏名、

協議事項・議題、議事録であった。

（2）入所時調査（食事関係）

食事関係の入所時調査の書類が掲載されていたのは6

冊（約10％）と少なかった（表8）。主な内容は、食事

状況の調査、離乳食、生活リズム、睡眠、排泄などであ

った。

（3）給食実施表（金額、人数、費用等）

給食実施表が掲載されていたのは10冊（約17％）で

あった（表9）。主な内容は、1日一人あたりの金額、給

食延人数、個別配慮食の実施数、延長保育時の喫食数な

どであった。

5．衛生管理に関する主な項目

冊子の衛生管理に関する記述の主なものを、大項目、

小項目に分類して表4に示す。内容の骨子は、調理従事

者、及び調理施設設備の衛生管理、食中毒予防、食材の

（4）栄養計算、食品構成

栄養計算、食品構成の書類、帳簿が掲載されていたの

は24冊（約40％）であった（表10）。主な内容は、栄養

給与目標量算出表、食品群毎の栄養価計算、食品群毎の

95



日本子ども家庭総合研究所紀要　第45集

数量である。それぞれ3歳未満児と3歳以上児用があっ

た。

養量、食品群別給与量、調理開始・出来上り時刻、加熱

中心温度、冷凍・冷蔵庫温度が記載されていた。

（5）献立（検食、日誌のあるものを含む）

献立（検食、目誌のあるものを含む）の書類、帳簿が

掲載されていたのは21冊（約35％）であった（表11）。

予定（実施）献立表には、3歳未満児と3歳以上児用と

離乳食献立表、延長おやつ例があった。主な記載項目は、

献立名、食品名、正味量、購入（注文）量、人数、金額、

栄養量、検食、目誌であった。しかし、この項目全ての

記載を求めている帳票は少なかった。

（6）食物アレルギー、除去食対応

食物アレルギー、除去食対応の書類、帳簿が掲載され

ていたのは15冊（約25％）であった（表12）。主なもの

に医師からの指示書、診断書、意見書、保護者からの申

請書、除去内容（個別）、経過記録、全対応児の対応一覧

があった。これら全ての書類がそろっているのは1冊だ

けであり、他はこれらのうちの2、3種類が掲載されて

いた。

（7）発注、購入等　1

発注、購入等の書類、帳簿が掲載されていたのは32

冊（約55％）であった（表13）。主なものに購入伺、発

注／注文書、納品書、請求書、受払簿、検収簿、業者別購

入表があった。受払簿と発注／注文書は、他の帳簿よりも

多くの冊子に掲載されていた。

（8）スキムミルク、冷凍母乳

給食用スキムミルクは、関税暫定措置法（昭和35年法

律第36号〉による免税晶であり、関税暫定措置法施行令

第35条第5項により、受払台帳を整備し、受払管理の適

正化を図ることとされている。スキムミルク受払台帳が

掲載されていたのは4冊（約7％）であった（表14）。

冷凍母乳にっいての実施報告書が掲載されていたのは

1冊（約2％）とたいへん少なかった（表14）。

（11）栄養管理状況に関する報告書

　栄養管理状況に関する報告書が掲載されていたのは

12冊（約20％）であった（表17〉。子どもの身体状況の

把握の項鼠があったのは3総（約5％）にとどまってい

た。

（12）行事による給食変更届、バザー実施届

行事による献立、問食の変更届が掲載されていたのは

2冊（約3％〉であった（表18）。

バザー実施届が掲載されていたのは2冊（約3％）で

あった（表19）。代表者名、開催目時・場所は両冊子共

記載が必要であったが、提供飲食物の内容、調理従事者

数、調理総括責任者名の記載は1冊のみ必要とされてい

た。

（13）食育関連

食育関連の書類、帳簿が掲載されていたのは12冊（約

20％〉であった（表20）。クッキング保育の計画から終

了までをチヱック項目形式で示したものが5冊あった。

施設における年間計画表、クッキング保育以外の食関連

行事表が掲載されているものもあった。

（屡4）衛生管理

衛生管理関連書類、帳簿が掲載されていたのは34冊

（約60％）であった（表21）。6県では同一の書式を使

用していた。衛生管理関連書類、帳簿は多種類あり、個

人・施設全体の健康状態などのチェックジスト、安全管

理、調理器具、調理等点検、原材料点検は多くの禰子に

掲載され、また記載必要項目数も多かった。これら以外

にも、調理物の温度（揚げ物の中心温度等）加熱加工記

録、検収表、配送先記録（時刻、温度、数量等）、食品保

管記録は多くの冊子に独立した一枚の用紙の形で掲載さ

れていた。

（9）検食

検食だけで独立した用紙になって掲載されたのは20

冊（約35％）であった（表15）。記録は一食毎が、献立

毎よりも多かった。主なチェック項目としては、異物、

異味・異臭、味、いろどり、適温・加熱状態、切り方、

組合せ、量、盛りつけ、鮮度、固さであった。

（15）食中毒・感染症、事故発生報告書

食中毒・感染症、事故発生報告書関連の書類、帳簿が

掲載されていたのは9滞（約15％）であった（表22〉。

そのうちの7冊に食中毒関連の書類が独立して掲載され

ていた。地震等の災害について掲載されているものは1

冊であった。

（沁）給食日誌

給食日誌（献立、検食の項目のあるものも含む）が掲

載されていたのは20冊（約35％）であった（表16）。多

くの冊子に掲載されていた内容は、人数、献立（料理名）、

食晶・材料名、量（一人当り、総量、使用量など）、残食、

検食であった。それ以外には金額（単価、総額など）、栄

（総）職員の給食関蓮

施設職員の給食関連の書類、帳簿は4冊（約7％）に

掲載されていた（表23）。内容は職員給食費（単価、徴

収額）に関するものであった。

（璽7〉給食施設設置、廃止、変更
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　給食施設設置、廃止、変更に関する書類、帳簿が掲載

されていたのは8冊（約15％）であった（表24）。設置

届、開始届、再開届、変更届、休止届、廃止届の種類が

あった。

（18）その他の書類、帳簿

　これまでの（1）から（17）の項目に分類があてはま

らない書類、帳簿を表25にまとめた。離乳食の進行状況

の記録、年齢・クラス単位の喫食状況記録などの他、調

理工程を確認するものもあった。

w．考察

1．問題を抱えた子どもへの対応

厚生労働省では、平成21年度に「児童福祉施設におけ

る給食運営ガイド（仮称）」の作成を予定している。本研

究においては、現在使用されている児童福祉施設給食関

連の58の冊子を分析した。その結果、保育所以外の児童

福祉施設（乳児院、児童養護施設、知的障害児施設、肢

体不自由児施設、児童自立支援施設等）に関する事項が

掲載されていたのは3冊と少なかったが、これは当該地

域にそれらの施設が存在しないことが理由と思われる．

しかし、近年は被虐待児など問題を抱えた者の保育所利

用も増加していることから、特に配慮の必要な者への対

応についても新しいガイドに記載することが望まれる。

2．栄養アセスメント結果の活用

児童福祉施設で行う栄養アセスメントには2種類あ

る。一つは、個々人の状況にあった給与栄養目標量を算

出するために、身長・体重測定を行い、栄養状態をアセ

スメントするものである。もう一つは、給与栄養目標量

に基づいて提供した食事が、対象者に適しているか評価

するために定期的にアセスメントするものである。

　本研究対象となった冊子の多くは、「目本人の食事摂

取基準（2005年版）」10）を活用して、前者の栄養アセス

メントを実施することは記述されていた。しかし、後者

の栄養状態をモニタリングするための栄養アセスメント

についての記述が明確になされていたのは、1冊にとど

まった。多くの冊子において栄養管理の評価は、提供し

た食事について、残菜調査や嗜好調査の結果を献立作成、

調理の適否の評価とどまり、食事摂取後の栄養状態の評

価に活かされていない傾向がみられた。

　「目本人の食事摂取基準（2005年版）」10）が平成17

年4月から適応されたことに伴い、児童福祉施設におい

ては、「児童福祉施設の給食業務に関する援助及び指導に

ついて」（平成17年3月29目雇児発第0329006号、障発

第0319002号、厚生労働省雇用均等・児童家庭局、厚生

労働省社会・援護局障害保健福祉部長連名通知）には、

評価に関して、r子どもの発育・発達状況、栄養状態、生

活状況等について把握・評価を行うとともに、計画通り

に食事計画が行われたか評価を行い、これらの評価に基

づき、食事計画の改善を図ること」と記載されている。

また、r児童福祉施設におけるr食事摂取基準」10）を活

用した食事計画について」（平成17年3月29日雇児母発

第0329001号厚生労働省雇用均等・児童家庭局母子保健

課長通知）には、r給与栄養量の目標は、子どもの栄養状

態等の状況を踏まえ、定期的に見直すように努めること」、

「エネルギー摂取量の計画に当たっては（中略）、定期的

に身長及び体重を計測し、成長曲線に照らし合わせるな

ど、観察・評価を行うこと」と書かれている。

　これらの通知の意味するところを新たに作成する給

食運営ガイドにおいても再確認することが求められる。

また、児童福祉施設の多くは毎月、身体計測を実施して

いることから、その結果を栄養管理の評価に活用する具

体的な方法について、新しい「給食運営ガイド」では示

すことが重要である。

3．日常生活における食育

調査対象となった冊子の食育についての記述は、その

大部分が、「調理」「収穫」「行事食」など、イベント的な

ものの体験が重視されており、詳細なクッキング保育の

チェックリストなどが記載されている冊子もみられた。

しかし、目常の食事の中でも十分に実践することができ

ると考える。実際に、先述の2つの厚生労働省通知には、

「目々提供される食事が子どもの心身の健全育成にとっ

て重要であることを鑑み、…　」、「適切な食事のとり方

や望ましい食習慣の定着、食を通じた豊かな人間性の育

成等…　　」といった毎日の給食を通じた食育の実践を

推奨している。そこで、イベント的な食育に加えて、日々

提供される日常の給食を、将来の食習慣の基礎を培う食

育の好機として積極的に活用することを強調することが、

新たに作成する給食運営ガイドにおいては必要であると

考える。

4．多職種連携の必要性

　児童福祉施設の給食は、施設長などの管理職と共に、

栄養士、調理員、保育士、看護師など多くの専門職種に

より運営されるものである。なかでも栄養管理や食育に

ついては、栄養の専門家である栄養士が、対象者の食事

場面へ出て行き、保育士らと連携しながら食事の様子を

観察したり、介助して得た情報を、栄養管理や食育に活

かすことが必要である。しかし、実際に栄養士は児童福

祉施設に配置されていても保育士らに比べて人数が少な

い。また、職場環境によっては、栄養士が食事場面に出

向くことが叶わないところもある。そこで、今後は栄養

士自らが食事の場面に立ち会うことができなくても、対

象者の食事の状況や身体発育状況について、保育士ら多

職種と情報を共有し、それを対象者の栄養管理に活かす

ことができるようなシステムの構築について、今後作成

する給食運営ガイドに記載することが必要であると考え
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る。

　なお、近年は給食の外部委託も増加していることから、

委託会社社員と児童福祉施設職員の連携についても、冊

子の中で言及することが望まれる。

5．書類、帳簿の見直し

　調査対象となった冊子には、多いものでは30種類以

上の書類、帳簿が掲載され、それらの作成、および管轄

保健所への提出が義務づけられている。また、冊子に掲

載されていない地域においても、実際には作成、提出が

義務付けられている書類、帳簿は多い。書類や帳簿が多

いと、その作成に時間と手問を費やし、対象者一人ひと

りの様子を把握した栄養管理が十分に行えなくなること

が予想される。永年にわたり作成してきた書類、帳簿に

ついて、今回新たな給食運営ガイドを作成するこの機会

に、その必要性の有無を検討することが求められる。そ

の際、書類、帳簿の数を減らすことが目的ではなく、そ

の書類、帳簿が児童福祉施設の給食運営に本当に役立っ

ものなのか、との視点で判断することが望まれる。なぜ

なら書類、帳簿の中には、チェックリスト的な役目をも

つものも多く、担当者が交代しても、書類、帳簿に記入

することで遺漏なく仕事が行えるという長所をもつから

である。

　現在、多くの自治体で作成を義務付けている「食品構

成表」と「食品群別荷重平均成分表」については、かつ

ては栄養価計算や献立作成を電卓などで時間をかけて行

ってきた時代には必要であった。しかし、近年はその計

算、作成にはコンピューターソフト等を利用する場合も

多いことから、これらを給食運営ガイドに記載する必要

性は低いと思われる。

　なお、書類、帳簿の必要性の有無の検討と共に、現在

の書類、帳簿の中には記載事項の数が50以上と多いもの

もみられたことから、記載事項の簡略化の検討も合わせ

て行うことが望ましいと考える。

　また、表17の栄養管理状況に関する報告書を例にと

ると、記載事項はほぼ同じであっても、「保育所給食栄養

管理報告書」、r特定給食施設等栄養管理報告書」、r栄養

管理報告書」、r保育所給食栄養報告書」、r栄養管理報告

記録」と5つの名称がつけられている。今回、新たな給

食運営ガイド作成に際しては、同じ内容の書類、帳票で

あれば、名称や書式の統一化を行うことが、事務作業の

円滑化の観点から望まれる。

V．結論

　厚生労働省は平成21年度に「児童福祉施設における

給食運営ガイド（仮称）」の作成を予定している。そこで、

本研究はr給食運営ガイド」作成に寄与する基礎的資料

を得ることを目的に、各都道府県、市町で作成された児

童福祉施設の給食運営要領・手引き58冊の内容分析を行

った。得られた結果は以下のとおりである。

①保育所以外の児童福祉施設の給食運営に関する記述が

　あったのは3冊と少なかったが、これは当該地域にそ

　れらの施設が存在しないことが理由と思われる，しか

　し、近年は被虐待児など問題を抱えた者の保育所利用

　も増加していることから、特に配慮の必要な者への対

　応についても新しいガイドに記載することが望まれ

　る。

②栄養管理の内容について、現在殆ど記載されていない

　が、今後記載が望まれるのは「栄養状態のアセスメン

　ト」「食事計画の評価」「夜間保育への対応」であった。

　現在以上に詳細な記述が望まれるのは「乳幼児期の栄

　養管理の重要性」「延長保育時の食事、問食」「冷凍母

　乳の取り扱い」「一人ひとりに合わせた離乳食」「食物

　アレルギー」であった。一方、「食品構成表」「食品群

　別荷重平均成分表」については、今後記載を検討する

　必要があると思われる。

③食育の多くが「調理」「収穫」「行事食」など、イベン

　ト的なものの体験が重視されていた。しかし、それだ

　けにとどまらず、将来の食習慣の基礎を培う食育の好

　機として目常の給食の積極的活用を強調することが、

　新たに作成する給食運営ガイドにおいては必要であ

　ると考える。

④作成と提出の義務付けられた書類、帳簿が多数あるこ

　とから、新たな給食運営ガイドを作成するこの機会に、

　その必要性の有無を検討することが求められる。なお、

　書類、帳簿の記載事項の簡略化の検討も合わせて行う

　ことが望ましいと考える。また、書類、帳票の名称や

　書式の統一化を行うことが、事務作業の円滑化の観点

　からも重要である。

　たとえ所属する施設が保育所、乳児院、児童養護施設

等と異なっても、また、専門領域が異なる職種でも、安

全でおいしく楽しく栄養バランスのとれた食事を提供す

る給食の運営について、基本的事項を共有化することが

重要である。給食を通して子どもの健全な発育・発達の

支援を進めていくために、新たに作成される「給食運営

ガイド」が活用されることを願ってやまない。
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